
 

新生児医療担当医確保支援事業補助金交付要領 

 

（趣旨） 

第１条 新生児医療担当医確保支援事業補助金（以下「補助金」という。）の交付につい

ては、三重県補助金等交付規則（昭和３７年三重県規則第３４号）及び医療保健部関

係補助金等交付要綱（平成 30 年三重県告示第２３９号）に規定するもののほか、この

交付要領の定めるところによる。 

 

（目的） 

第２条 この事業は、医療機関におけるＮＩＣＵ（診療報酬の対象となるものに限る。）

において、新生児医療に従事する医師に対して、手当を支給することにより、過酷な

勤務状況にある新生児医療担当医の処遇改善を図ることを目的とする。 

 

（実施主体） 

第３条 この事業の実施主体は、市町、地方独立行政法人、日本赤十字社、社会福祉法人

恩賜財団済生会、全国厚生農業協同組合連合会及び知事が適当と認める者を対象とする。 

 

（交付の対象） 

第４条  この補助金は就業規則及びこれに類するもの（以下「雇用契約等」という。）に

おいて、ＮＩＣＵにおいて新生児医療に従事する医師に対し、ＮＩＣＵに入院する新生

児に応じて支給される手当（以下「新生児担当手当等」という。）を明記し、給付する

次の事業を交付の対象とする。 

なお、個人が開設する病院においては、開設者本人への手当の計上が会計上困難であ

ることから、雇用する新生児医療担当医に対する手当の支給について、雇用契約書等に

明示しているなど、知事が適当と認める場合は開設者本人についても対象とする。 

  一 医療機関の開設者が行う新生児医療担当医確保支援事業 

  二 医療機関の開設者が行う新生児医療担当医確保支援事業に対し市町が行う補助

事業 

 

（交付額の算定方法） 

第５条 補助金の交付額は、次の各号の定めるところにより算出された額とする。ただし、

算出された額に 1,000円未満の端数を生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

  一 新生児医療担当医確保支援事業補助金 

   ア 医療機関の開設者が行う新生児医療担当医確保支援事業 

    （ア） 別表１の第１欄に定める基準額と第２欄に定める対象経費の実支出額とを

比較して、少ない方の額を選定する。 

    （イ）（ア）により選定された額と総事業費から寄付金その他の収入額を控除した

額とを比較して、少ない方の額に３分の１を乗じて得た額を交付額とする。 



 

   イ 医療機関の開設者が行う新生児医療担当医確保支援事業に対し、市町が補助する 

事業 

    （ア） 別表１の第１欄に定める基準額と第２欄に定める対象経費の実支出額とを

施設ごとに比較して、少ない方の額を選定する。 

    （イ）（ア）により選定された額と総事業費から寄付金その他の収入額を控除した

額とを比較して、少ない方の額を選定する。 

（ウ）（イ）により選定された額に３分の１を乗じた額と市町が補助した額（（イ）

により選定された額の３分の３から３分の１の範囲の額とする。）とを比較し

て、少ない方の額を交付額とする。 

 

（申請及び実績報告） 

第６条 補助金の交付の申請及び事業実績報告の様式は、三重県補助金等交付規則（昭和 

３７年三重県規則第３４号）第３条第１項及び第１０条の規定にかかわらず、第１号様式

又は第２号様式とする。 
 
２ 補助金の交付申請書等の提出期限、添付書類等は、次のとおりとする。 
 

区 
 
分 
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部数 

交付申請 実績報告 
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 ２部 
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 １部 
 
 副本 
 １部 

 

（交付の条件） 

第７条 補助金の交付の決定には、次の条件を付するものとする。 

  一 補助事業に要する経費の配分の変更又は補助事業の内容の変更（ただし軽微な変更

を除く。）をする場合においては、知事の承認を受けること。 

なお、軽微な変更とは、交付額の２０パーセント未満の減額とする。 

  二 補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、知事の承認を受けること。 

  三 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は当該事業の遂行が困難となった場合

においては、すみやかに知事に報告してその指示を受けること。 

  四 新生児医療担当医確保支援事業と、対象経費を重複して、他の補助金等の交付を

受けてはならない。 



 

  五 補助金と補助事業に係る証拠書類等の管理については次によるものとする。 

   ア 補助事業者が地方公共団体の場合 

     補助金と補助事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした調書を作成し、こ

れを事業完了日の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。 

    イ  補助事業者が地方公共団体以外の場合 

     補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出につ

いて証拠書類を整理し、かつ当該帳簿及び証拠書類を事業完了日の属する年度の終了

後５年間保管しておかなければならない。 

  六 市町は、県から概算払いにより間接補助金の交付を受けた場合には、当該概算払い

を受けた補助金を遅滞なく間接補助事業者に交付しなければならない。 

  七 市町が間接補助金を間接補助事業者に交付する場合には、第一号から第三号及び第

五号に掲げる条件を付さなければならない。 

    この場合において第一号から第三号中「知事」とあるのは「市町長」と読み替える

ものとする。 

  八 市町長が第七号により付した条件に基づく承認をする場合には、あらかじめ知事の

承認を受けなければならない。 

九 三重県の交付する補助金等からの暴力団等排除措置要綱（以下「暴力団排除要綱」

という。）別表に掲げる一に該当しないこと。 

  十 暴力団排除要綱第８条第１項に定める不当介入を受けた時は、警察に通報を行うと

ともに、捜査上必要な協力を行うこと及び知事に報告すること。 

  十一 上記各号に掲げる事項以外のことについては、その都度知事の承認を受けるもの

とする。 

  十二 補助事業者等は、知事から補助事業の遂行状況の報告やその他の資料の提出を求

められたときは、当該補助事業の遂行状況報告書（第８号様式）を知事に提出しなけ

ればならない。 

 

（申請の取下げ） 

第８条 補助金の交付決定の通知を受けた者は、その交付決定の通知を受領した日から７日以

内に第９号様式による交付申請取下届出書１部を提出することにより、申請の取り下げをす

ることができる。 

 

（補助金の交付対象期間） 

第９条 補助金の交付対象期間は、補助金の交付決定のあった日の属する年度の４月１日から

翌年３月３１日までとする。 

 

    附 則 

１ この要領は、平成２３年度分の補助金から適用する。 

 

 



 

附 則 

１ この要領は、平成２４年４月２日から施行し、平成２４年度分の補助金から適用する。 

 

附 則 

１ この要領は、平成２６年１１月２７日から施行し、平成２６年度分の補助金から適用す

る。 

 

附 則 

１ この要領は、平成３０年４月１日から施行し、平成３０年度分の補助金から適用する。 

 

附 則 

１ この要領は、令和２年４月１日から施行し、令和２年度分の補助金から適用する。 

 

附 則 

１ この要領は、令和３年３月１日から施行し、令和２年度分の補助金から適用する。 

 



 

別表１ 

（新生児医療担当医確保支援事業補助金） 
 

１ 基  準  額 ２ 対  象  経  費 

新生児１人当たり  10千円 

（NICU入院初日のみ） 

NICUにおいて新生児を担当する医師の処遇改善

を目的として支給されるNICUに入院する新生児

に応じて支給される手当（新生児担当手当等） 

 

 


